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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

1 総
子育てガイド
ブックの発行

子育てに関する
情報を幅広くま
とめ、子育てに
係る家庭の利便
性を図る

子育て
家庭

定
例
定
型

子育てガイド
ブック改訂版の
発行

１回 0 １回 １回
目標とした期限までに
事務を行い成果が出て
いる

Ａ あり 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

1
子育てガイド
ブックの発行

子育てガイド
ブック改訂版作
成

子育てガイド
ブック発行時
期

３月 ３月 情報の更新
更新内容の差
し込み回数

随時 あり
①事業実施主
体の最適化

25年度

協働による
子育てガイ
ドブックの
作成時期

25

子育てガイド
ブックを民間
事業者との協
働により市が
費用負担する
ことなく発行
する

予
算
な
し

2 総
子育てポータ
ルサイト事業

乳幼児を持つ保
護者が子育てに
関するポータル
サイトを利用す
ることにより、
地域で孤立する
ことなく安心し
て子育てができ
る環境を創出す
るとともに、地
域ぐるみでの子
育て支援の充実
を図る。

子育て
家庭

政
策
サイトの実訪問
者数

200人／日 200人／日 200人／日 2,305 244人／日

協働事業を行うこと
で、双方の利点を生か
したサイトの運営がで
きており、閲覧数も伸
びていることから成果
が出ている

Ａ 2,000

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

2
子育てポータ
ルサイト事業

子育てに関する
ポータルサイト
の構築・運営

サイトの実訪
問者数

200人／日 244人／日 2,305
子育てに関する
ポータルサイト
の構築・運営

サイトの実訪
問者数

200人／日 2,000

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

610000円

子育てポー
タルサイト
の管理・運
営経費削減
額（平成26
～27年度の
累計）

26

NPO法人が広告
収入等の自主
財源の確保に
努め、事業費
の不足分を市
が負担する

維
持

3 総
子育て短期支
援事業

事情により家庭
における児童の
養育が困難なと
き児童養護施設
で一時的に養育
を行い、保護者
の負担を軽減す
る

子育て
家庭

定
例
定
型

事業の実施

ショートステ
イ事業　年
365日
トワイライト
ステイ事業　
年244日

ショートステ
イ事業　年
365日
トワイライト
ステイ事業　
年244日

ショートステ
イ事業　年
366日
トワイライト
ステイ事業　
年243日

4,510
年365日
年244日

適切に児童の養育を行
い成果が出ている。 Ａ 4,383

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

3
子育て短期支
援事業

ショートスティ
事業の実施

利用可能日数
(ショートステ
イ)

年 365日
年 365日
(利用日数
258日）

2,586
ショートスティ
事業の実施

利用可能日数
(ショートス
テイ)

年 365日 2,409

業
務
計
画

維
持

3
子育て短期支
援事業

トワイライトス
ティ事業の実施

利用可能日数
(トワイライト
スティ)

年 244日
年 244日
(利用日数
62日）

1,924
トワイライトス
ティ事業の実施

利用可能日数
(トワイライ
トスティ)

年 244日 1,974

業
務
計
画

維
持

4 総
児童扶養手当
支給事業

父母の離婚や父
の死亡などの児
童に手当を支給
し、母子家庭等
の生活の安定を
図り、自立の支
援を行う。

母子家
庭等で
児童を
養育し
ている
物

政
策

支給件数 4,900件 5,340件 5,820件 649,132 4,389件
適切に事務を行い、
4,389件の世帯に支給を
し、成果が出ている。

Ａ 670,956

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

4
児童扶養手当
支給事業

手当の支給 支給件数 4,900件 4,389件 649,132 手当の支給 支給件数 4,640件 670,956

業
務
計
画

増
や
す

5 総
特別児童扶養
手当支給事業

障害の状態にあ
る２０歳未満の
児童について、
児童福祉の増進
を図ることを目
的として手当の
支給を行う。

障害状
態の児
童の父
や母、
養育者

定
例
定
型

支給回数 年３回 年３回 年３回 年３回

障害福祉課との連携や
市民への適切な周知を
行った結果、目標どお
りの成果が出ている。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

5
特別児童扶養
手当支給事業

経由事務 支給回数 年３回 年３回 経由事務 支給回数 年３回

予
算
な
し

6 総
母子福祉管理
事務

母子・寡婦の福
祉の向上を図る
ため行う。

母子・
寡婦家
庭等

定
例
定
型

相談件数 1,500件 1,500件 1,500件 2,569 1,617件

母子家庭及び寡婦から
1,598件、父子家庭から
19件、合計延1,617件の
相談件数があり、成果
が出ている。

Ａ 2,636 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

6
母子福祉管理
事務

自立支援相談の
実施

相談件数 1,500件 1,617件 2,569
自立支援相談の
実施

相談件数 1,500件 2,636
維
持

7 総
母子父子家庭
親子ふれあい
事業

母子・父子家庭
の家族内の親睦
を図るため行
う。

母子・
父子家
庭等

定
例
定
型

開催回数 １回 １回 １回 1,457 年1回

109世帯265人の申し込
みがあり、抽選の結
果、78世帯195人の参加
があり親睦が図れた。

Ａ 1,502 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

7
母子父子家庭
親子ふれあい
事業

ふれあい大会の
開催

開催件数 年１回 年１回 1,457
ふれあい大会の
開催

開催件数 年１回 1,502
維
持

8 総
母子家庭等日
常生活支援事
業

母子家庭等で日
常生活に支障が
生じるときに、
日常生活の世話
を行う家庭生活
支援員の派遣を
行う。

母子・
寡婦家
庭等

定
例
定
型

派遣時間
606時間
（420時間）

606時間
（505時間）

606時間 267 201時間

広報ちがさき等で広く
周知した他、児童扶養
手当の全ての支給者へ
チラシの配布を行い周
知を行った。目標値は
下回ってしまったが、
支援を希望する対象者
全てに家庭生活支援員
の派遣を行うことがで
き、成果が出ている。

Ａ 590 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

活動指標の
名称

子育て支援課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

業
務
計
画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

子育て支援課

安心して子どもを育てることを支援する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

活動量・サービス量

活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

活動指標の
名称

子育て支援課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

業
務
計
画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

子育て支援課

安心して子どもを育てることを支援する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

活動量・サービス量

活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

8
母子家庭等日
常生活支援事
業

家庭生活支援員
の派遣

派遣時間 420時間 201時間 267
家庭生活支援員
の派遣

派遣時間 420時間 590
維
持

9 総
母子家庭高等
技能訓練促進
費事業

母子家庭の生活
の安定に資する
ため、資格取得
の促進を行う。

母子・
寡婦家
庭等

定
例
定
型

支給者数 18人 18人 18人 20,433 16人
支給者数が目標を概ね
達成しており、成果が
出ている。

Ａ 20,835

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
母子家庭高等
技能訓練促進
費事業

資格習得相談の
実施

支給者数 18人 16人 20,433
資格習得相談の
実施

支給者数 18人 20,835

業
務
計
画

維
持

10 総
母子家庭自立
支援教育訓練
給付金事業

母子家庭の母が
自主的に行う職
業能力の開発を
推進するため、
指定した講座修
了後給付を行
う。

母子・
寡婦家
庭等

定
例
定
型

受講者数
8人
(6人）

8人
(7人）

8人 121 7人
受講者数が目標を達成
しており、成果が出て
いる。

Ａ 150 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

10
母子家庭自立
支援教育訓練
給付金事業

教育訓練講座受
講相談の実施

受講者数 6人 7人 121
教育訓練講座受
講相談の実施

受講者数 7人 150
維
持

11 総
地域児童福祉
推進事業

地域で自主的に
子育て家庭支援
に取り組む団体
及び集団保育を
行う団体に助成
を行う。

集団保
育を行
う団体
等

定
例
定
型

保育団体育成の
実施
子育て支援家庭
講演会の開催

保育団体育成　
30団体
講演会開催　
1回

保育団体育成　
30団体
講演会開催　
1回

保育団体育成　
30団体
講演会開催　
1回

1,607

保育団体育
成36団体
講演会開催
1回

団体に対し適切に助成
を行い成果が出てい
る。

Ａ 1,752 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

11
地域児童福祉
推進事業

保育団体育成の
実施

育成団体数 年30団体 年36団体 1,537
保育団体育成の
実施

育成団体数 年30団体 1,672
維
持

11
地域児童福祉
推進事業

子育て支援家庭
講演会

開催回数 年1回 年1回 70
子育て支援家庭
講演会

開催回数 年1回 80
維
持

12 総
茅ヶ崎駅北口
子育て支援セ
ンター事業

茅ヶ崎駅北口子
育て支援セン
ターにおける育
児相談・子育て
家庭交流の場の
提供等を行う。

子育て
家庭

定
例
定
型

利用者数
年19,000人
（年21,600
人）

年19,000人
（年21,600
人）

年19,000人
（年21,600
人）

17,492 年21666人
利用者が指標を上回り
成果が出ている。 Ａ 17,857

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

12
茅ヶ崎駅北口
子育て支援セ
ンター事業

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提供

利用者数 年21,600人 年21,666人 17,492

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提供

利用者数 年21,600人 17,857

業
務
計
画

維
持

12
茅ヶ崎駅北口
子育て支援セ
ンター事業

茅ヶ崎駅北口子
育て支援セン
ター運営管理事
務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間150件 年間99件

茅ヶ崎駅北口子
育て支援セン
ター運営管理事
務

財務会計事務
及び各種契約
事務の適正な
執行

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

13 総
茅ヶ崎駅南口
子育て支援セ
ンター事業

茅ヶ崎駅南口子
育て支援セン
ターにおける育
児相談・子育て
家庭交流の場の
提供等を行う。

子育て
家庭

定
例
定
型

利用者数 年11,000人 年11,000人 年11,000人 12,535 年10107人
利用者数が概ね指標に
達し成果が出ている。 Ａ 12,768

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

13
茅ヶ崎駅南口
子育て支援セ
ンター事業

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提供

利用者数 年11,000人 年10,107人 12,535

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提供

利用者数 年11,000人 12,768

業
務
計
画

維
持

13
茅ヶ崎駅南口
子育て支援セ
ンター事業

茅ヶ崎駅南口子
育て支援セン
ター運営管理事
務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間150件 年間127件

茅ヶ崎駅南口子
育て支援セン
ター運営管理事
務

財務会計事務
及び各種契約
事務の適正な
執行

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

14 総
浜竹子育て支
援センター事
業

浜竹子育て支援
センターにおけ
る育児相談・子
育て家庭交流の
場の提供等を行
う。

子育て
家庭

定
例
定
型

利用者数 年12,000人 年12,000人 年12,000人 11,328
年10391
人

利用者数が概ね指標に
達し成果が出ている。 Ａ 11,838

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

14
浜竹子育て支
援センター事
業

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提
供・子育て講座
開催

利用者数 年12,000人 年10,391人 11,328

子育てアドバイ
ザー育児相談・
子育て家庭交流
の場の提供・子
育て情報の提
供・子育て講座
開催

利用者数 年12,000人 11,838

業
務
計
画

増
や
す

14
浜竹子育て支
援センター事
業

浜竹子育て支援
センター運営管
理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間130件 年間118件
浜竹子育て支援
センター運営管
理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務の適正な
執行

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

15 総

（仮称）香川
駅前子育て支
援センター事
業

(仮称）香川駅前
子育て支援セン
ターにおける育
児相談・子育て
家庭交流の場の
提供等を行う。

子育て
家庭

政
策
利用者数 年4,500人 3月

関係各課との調整を
し、開館までのスケ
ジュール管理を行うと
ともに、補助金メ
ニューの検討や運営者
選定の手法等の検討を
行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

15

（仮称）香川
駅前子育て支
援センター事
業

施設内容、補助
金交付に係る手
続き等の検討

完了時期 3月 3月
運営方針等の検
討

完了時期 3月
増
や
す
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

活動指標の
名称

子育て支援課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

業
務
計
画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

子育て支援課

安心して子どもを育てることを支援する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

活動量・サービス量

活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

16 総
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝ
ﾀ-事業

子どもを預け、
預かる相互援助
活動により、余
裕を持った子育
てができるよう
育児支援を行
う。

子育て
家庭

定
例
定
型

活動件数 年9,000件 年9,100件 年9,200件 15,498 年8598件
活動件数が概ね指標に
達し成果が出ている。 Ａ 15,978

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

16
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝ
ﾀ-事業

子どもを預けた
い人と預かるこ
とができる人が
会員となり、ア
ドバイザーの調
整により子ども
を預かり合う相
互援助活動

活動件数 年9,000件 年8,598件 15,498

子どもを預けた
い人と預かるこ
とができる人が
会員となり、ア
ドバイザーの調
整により子ども
を預かり合う相
互援助活動

活動件数 年9,100件 15,978

業
務
計
画

増
や
す

16
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝ
ﾀ-事業

ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝﾀ-
運営管理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間110件 年間64件
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝﾀ-
運営管理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務の適正な
執行

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

17 総

児童手当支給
事業（旧子ど
も手当支給事
業）

次世代の社会を
担う子ども一人
の育ちを社会全
体で応援するた
め、児童手当を
支給する。

児童を
養育し
ている
者

政
策
支給件数 61,550件 61,850件 62,160件 4,059,791 60,409件

適切に事務を行い
60,409件の支給をし、
成果が出ている

Ａ 4,088,451

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

17

児童手当支給
事業（旧子ど
も手当支給事
業）

手当の支給 支給件数 61,550件 60,409件 4,059,791 手当の支給 支給件数 61,850件 4,088,451

業
務
計
画

維
持

18 総
小児医療費助
成事業

小児の健康増進
及び保護者の経
済的負担の軽減

子ども
及び子
育て家
庭

政
策
助成件数 年261,800件 年307,300件 年307,300件 486,698

年256188
件

助成件数が概ね指標に
達し成果が出ている。
小児の健康増進及び保
護者の経済的負担の軽
減ができ成果が出てい
る。

Ａ 568,542

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

18
小児医療費助
成事業

助成対象者への
医療証交付

交付件数 年20,400件 年16,002件 21,271
助成対象者への
医療証交付

交付件数 年17,000件 9,036

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

⑥市役所の変
革

27年度
医療証更新
手続きの改
善時期

27

毎月行ってい
る申請手続き
事務を見直す
ことにより事
務の改善を図
る。

維
持

18
小児医療費助
成事業

病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年12,200件 年4,680件 8,231
病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年6,200件 10,892

業
務
計
画

維
持

18
小児医療費助
成事業

国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数
年249,600
件

年251,508
件

457,196
国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数
年301,100
件

548,614

業
務
計
画

維
持

18
小児医療費助
成事業

県費補助金申請
事務

申請回数 年4回 年4回
県費補助金申請
事務

申請回数 年4回

業
務
計
画

予
算
な
し

19 総
ひとり親家庭
等医療費助成
事業

ひとり親家庭等
の生活の安定と
自立を支援し、
福祉の増進を図
る。

ひとり
親等の
家庭

政
策
助成件数 年48,800件 年52,200件 年55,800件 120,624 年47359件

助成件数が概ね指標に
達し成果が出ている。
ひとり親家庭等の健康
増進及び保護者の経済
的負担の軽減ができ成
果が出ている。

Ａ 124,944

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

19
ひとり親家庭
等医療費助成
事業

助成対象者への
医療証交付

交付件数 年300件 年260件 1,298
助成対象者への
医療証交付

交付件数 年300件 1,372

業
務
計
画

維
持

19
ひとり親家庭
等医療費助成
事業

病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年2,360件 年1,604件 3,961
病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年2,270件 5,243

業
務
計
画

維
持

19
ひとり親家庭
等医療費助成
事業

国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数 年46,440件 年45,755件 115,365
国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数 年49,930件 118,329

業
務
計
画

維
持

19
ひとり親家庭
等医療費助成
事業

県費補助金申請
事務

申請回数 年4回 年4回
県費補助金申請
事務

申請回数 年4回

業
務
計
画

予
算
な
し

20 総
養育医療給付
事業

入院を必要とす
る未熟児に対
し、その養育に
必要な医療を給
付し生活力を得
させるととも
に、保護者の経
済的負担を軽減
する。

未熟児
とその
保護者

政
策
給付件数 年130件 年130件 年130件 7,362 年106件

給付件数が概ね指標に
達し成果が出ている。
養育医療を必要として
いる未熟児に対し、適
切な給付ができ成果が
出ている。

Ａ 7,436

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

20
養育医療給付
事業

給付対象者への
医療券交付

交付件数 年50件 年48件
給付対象者への
医療券交付

交付件数 年50件

業
務
計
画

予
算
な
し

20
養育医療給付
事業

国保連合会、支
払基金への扶助
費の支払い

支払件数 年130件 年106件 7,362
国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数 年130件 7,436

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

活動指標の
名称

子育て支援課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

業
務
計
画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

子育て支援課

安心して子どもを育てることを支援する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

活動量・サービス量

活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

20
養育医療給付
事業

国庫及び県費負
担金申請事務

申請回数 年6回
国庫年5回
県費年6回

国庫及び県費負
担金申請事務

申請回数
国庫年5回
県費年6回

業
務
計
画

予
算
な
し

21 総
育成医療給付
事業

身体に障害のあ
る児童に対し、
早期治療による
障害の除去ない
し軽減を図るた
め費用の全部又
は一部を給付す
ることにより、
児童が生活能力
を得るとともに
保護者の経済的
負担を軽減す
る

身体に
障害の
ある児
童とそ
の保護
者

政
策
給付件数 年130件 年130件 年130件 2,714 年107件

給付件数が概ね指標に
達し成果が出ている。
育成医療給付により児
童の障害の除去または
軽減ができ成果が出て
いる。

Ａ 4,716

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

21
育成医療給付
事業

給付対象者への
受給者証交付

交付件数 年40件 年45件
給付対象者への
受給者証交付

交付件数 年45件

業
務
計
画

予
算
な
し

21
育成医療給付
事業

国保連合会、支
払基金への扶助
費の支払い

支払件数 年130件 年107件 2,714
国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数 年130件 4,716

業
務
計
画

維
持

21
育成医療給付
事業

国庫及び県費負
担金申請事務

申請回数 年４回
国庫年5回
県費年6回

国庫及び県費負
担金申請事務

申請回数
国庫年5回
県費年6回

業
務
計
画

予
算
な
し

22 総
私立幼稚園等
就園奨励費補
助事業

私立幼稚園等が
免除または減額
した保護者負担
相当額を、私立
幼稚園等に助成
することによ
り、保護者の負
担を軽減する。

通園す
る幼児
の保護
者

政
策
補助の完了 ３月 ３月 ３月 316,416 3月

期限内に適切に事務を
行い成果が出ている。
補助事業により就園を
促すことができ成果が
出ている。

Ａ 341,516

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

22
私立幼稚園等
就園奨励費補
助事業

私立幼稚園への
就園奨励費補助
金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１１月・２
月交付

１１月・２
月交付

316,416
私立幼稚園への
就園奨励費補助
金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１１月・２
月交付

336,096

業
務
計
画

増
や
す

22
私立幼稚園等
就園奨励費補
助事業

国庫補助金の申
請

補助金の申請
回数

年１回 年１回
国庫補助金の申
請

補助金の申請
回数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

22
私立幼稚園等
就園奨励費補
助事業

幼稚園等就園奨
励費システムの
導入

システム導入
時期

７月 5,420

業
務
計
画

減
ら
す

23 総
幼稚園団体補
助金に関する
事務

茅ヶ崎市幼稚園
協会等に補助金
を支給すること
により教職員の
資質の向上等を
図る。

私立幼
稚園・
幼児園
の教職
員

定
例
定
型

補助の完了 ３月 ３月 ３月 2,430 3月

期限内に適切に事務を
行い成果が出ている。
補助事業により教職員
の資質の向上が図れて
いる。

Ａ 2,430
あり（26
年度に追
加）

不可 未 高 高 高 縮小
減
ら
す

23
幼稚園団体補
助金に関する
事務

私立幼稚園等団
体補助金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期時期

７月交付 ７月交付 2,430
私立幼稚園等団
体補助金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期時期

７月交付 2,430
あり（26
年度に追
加）

④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

２７年度
補助金の適
正な支出

28以
降

団体と協議の
うえ適正な支
出の実施準備
をする

減
ら
す

23
幼稚園団体補
助金に関する
事務

私立幼稚園協会
との情報交換

情報交換会の
開催

年３回 年３回
私立幼稚園協会
との情報交換

情報交換会の
開催

年３回
あり（26
年度に追
加）

④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

２７年度
補助金の適
正な支出

28以
降

団体への補助
金に関する説
明

予
算
な
し

24 総
幼稚園等障害
児教育補助金
に関する事務

障害児等を受け
入れている幼稚
園に補助金を支
給することによ
り、幼稚園の費
用負担を軽減す
る。

私立幼
稚園・
幼児園

定
例
定
型

補助の完了 ３月 ３月 ３月 6,156 3月

期限内に適切に事務を
行い成果が出ている。
補助事業により、園の
費用負担の軽減が図れ
成果が出ている。

Ａ 5,400 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

24
幼稚園等障害
児教育補助金
に関する事務

幼稚園等特別支
援教育補助金の
交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１月交付 １月交付 6,156
幼稚園等特別支
援教育補助金の
交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１月交付 5,400
維
持

701 総
私立幼稚園預
かり保育支援
事業

保育園の待機児
童の解消を図る
ため、保育時間
を延長し、預か
り保育を実施す
る幼稚園に対す
る補助制度の導
入について調
査・検討を行
う。

私立幼
稚園

政
策
補助制度の調査 年２回 年２回 年２回

701
私立幼稚園預
かり保育支援
事業

私立幼稚園の預
かり保育に対す
る補助制度の調
査

25 総
特定不妊治療
費助成事業

不妊で悩む夫婦
の経済的負担軽
減を図るため特
定不妊治療（体
外受精及び顕微
授精）費の一部
を助成する

不妊治
療を行
う夫婦

政
策
助成件数 年170件 年193件 年215件 14,833 年153件

助成件数が概ね指標に
達し成果が出ている。
助成事業により当該夫
婦の経済的負担の軽減
が図れ成果が出てい
る。

Ａ 13,600

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

子ども子育て新制度の中で取り組むため、

平成25年度より保育課で事業を実施す
る（幼稚園長時間預かり保育支援事業）。
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

活動指標の
名称

子育て支援課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

業
務
計
画

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

子育て支援課

安心して子どもを育てることを支援する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

活動量・サービス量

活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

25
特定不妊治療
費助成事業

特定不妊治療を
受けている夫婦
に対して治療費
の助成を実施（1
年度10万限度通
年2年度）

助成件数 年170件 年153件 14,833

特定不妊治療を
受けている夫婦
に対して治療費
の助成を実施（1
年度10万限度通
年2年度）

助成件数 年193件 13,600

業
務
計
画

維
持

26 総
不育症治療費
助成事業

不育症治療を受
ける夫婦の経済
的負担軽減を図
るため、治療費
の一部を助成す
る

不育症
治療を
受ける
夫婦

政
策
助成件数 年５件 年５件

（内部会
議の開催
年10回）

調査研究のための先進
市への視察、事業周知
のための講演会を開催
した。

Ａ 978

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

26
不育症治療費
助成事業

補助金交付に係
る手続き等の検
討

内部会議の開
催

年６回 年１０回

不育症治療を受
けている夫婦に
対して治療費の
助成を実施（1年
度30万限度通年2
年度）

助成件数 年5件 978

業
務
計
画

維
持

27 総
児童福祉総務
管理事務

窓口受付事務の
効率化を図る

子育て
家庭

定
例
定
型

研修会の開催 ４回 ４回 ４回 9,906 ４回

非常勤嘱託職員による
窓口受付事務が適切に
行われ、成果が出てい
る。

Ａ 6,085 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

27
児童福祉総務
管理事務

窓口受付事務の
効率化を図る

研修会の開催 ４回 ４回 9,906
窓口受付事務の
効率化を図る

研修会の開催 ４回 6,085
維
持

702 総
子育て世帯臨
時特例給付金
給付事業

消費税率の引上
げに際し、子育
て世帯への影響
を緩和するとと
もに、子育て世
帯の消費の下支
えを図る観点か
ら、臨時的な給
付措置として実
施する「子育て
世帯臨時特例給
付金」を支給す
る事業

児童を
養育し
ている
者

政
策

給付金の支給額 予算の90％
保健福祉課へ事
務移管

702
子育て世帯臨
時特例給付金
給付事業

702
子育て世帯臨
時特例給付金
給付事業

888 総
災害応急対
策活動

本市域に、地震
動・津波等伴う
諸現象による同
時多発的災害が
発生した場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

145 年９回

所管施設の被害状況把
握の手段を検討し、災
害時でも使用できる直
通電話等を設置した。

Ａ

888
災害応急対策
活動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルにおける班の
活動内容及び部
所管施設の被害
状況等情報収集
法法の検討

部内検討会議 年６回 年９回 145
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年３月

888
災害応急対策
活動

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（こど
も育成部全職
員）

災害等発生
時

該当なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年３月

888
災害応急対策
活動

災害現地調査の
実施及び災害対
策本部へ報告
（災害等発生
時）

災害現地調査
の実施

災害等発生
時

該当なし
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

888
災害応急対策
活動

災害時相互応援
協定に基づく応
援要請（災害等
発生時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

災害等発生
時

該当なし
統括調整部総括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

９回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

部で７回 79 79

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

159 159 200 200

999 総 部内調整事務

定
例
定
型


